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本書で使用している法令の略称等は次のとおり。

１　法令の略称
　　略称のないものは、地方税法を指す。ただし、連続した条文の場合は、直前の略称による。
　　　附則………………………………… 地方税法附則
　　　○改附則…………………………… ○年地方税法等の一部を改正する法律附則
　　　令…………………………………… 地方税法施行令
　　　令附則……………………………… 地方税法施行令附則
　　　規…………………………………… 地方税法施行規則
　　　規附則……………………………… 地方税法施行規則附則
　　　取扱通知…………………………… 地方税法の施行に関する取扱いについて
　　　所…………………………………… 所得税法
　　　所令………………………………… 所得税法施行令
　　　所規………………………………… 所得税法施行規則
　　　法…………………………………… 法人税法
　　　暫定措置法………………………… 地方法人特別税等に関する暫定措置法
　　　相…………………………………… 相続税法
　　　相附則……………………………… 相続税法附則
　　　消…………………………………… 消費税法
　　　消令………………………………… 消費税法施行令
　　　たばこ特別税法……………………  一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確

保に係る特別措置に関する法律
　　　印…………………………………… 印紙税法
　　　登…………………………………… 登録免許税法
　　　登附則……………………………… 登録免許税法附則
　　　措…………………………………… 租税特別措置法
　　　措令………………………………… 租税特別措置法施行令
　　　○所等改法附則…………………… ○年所得税法等の一部を改正する法律附則
　　　都条例……………………………… 東京都都税条例
　　　都条例附則………………………… 東京都都税条例附則
　　　都条例規…………………………… 東京都都税条例施行規則
　　　宿泊税条例………………………… 東京都宿泊税条例

２　略符号
　　　条番号…………１条、２条　　項番号……①、②　　号番号…………一、二
　　　　（例）地方税法第５条第２項第１号 ………５条②一

３　その他
　　　　 　　　内…………東京都あるいは特別区の区域内（23区内）における制度や取扱い

凡　　例
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（注）・上記のほか、法定外普通税、法定外目
的税を設けることができる（2ページ）。
・●は都内では課税されていない。

国　　　税 地　方　税

普通税

目的税

普通税

目的税

（平成15年度以後課税停止中）

道府県民税 個人･法人･利子割
配当割等

地 方 消 費 税

事業税（個人・法人）

（ ）

狩　　猟　　税

＊固 定 資 産 税

＊特別土地保有税

入　　湯　　税
＊事 業 所 税
＊都 市 計 画 税

軽自動車税（　　　）
市町村たばこ税
鉱　　産　　税

国民健康保険税

● 水 利 地 益 税
● 共 同 施 設 税
● 宅 地 開 発 税

● 水 利 地 益 税

市町村民税（個人･＊法人）

不 動 産 取 得 税

道府県たばこ税

ゴルフ場利用税

鉱 区 税

固定資産税（特例分）

道
府
県
税

市
町
村
税

軽 油 引 取 税
森 林 環 境 税

直 接 税

所　　得　　税
法　　人　　税
地 方 法 人 税

（令和６年度以後）

特別法人事業税
（令和元年10月１日以後に
　開始する事業年度に適用）

地方法人特別税
（令和元年９月30日までに　
　開始する事業年度に適用）

贈　　与　　税
相　　続　　税
復興特別所得税

間 接 税

消　　費　　税
酒　　　　　税
た ば こ 税
た ば こ 特 別 税
揮 発 油 税
地 方 揮 発 油 税
航 空 機 燃 料 税
石 油 ガ ス 税
石 油 石 炭 税
自 動 車 重 量 税
印　　紙　　税
登 録 免 許 税
電源開発促進税
と　　ん　　税
特 別 と ん 税
関　　　　　税

国際観光旅客税

自動車税（　　　）環境性能割
種　別　割

環境性能割
種　別　割

　都及び特別区については、一般の道府県及び市町村とその性格を異にするため、地方税法上「都の特
例」が設けられていて、特別区の存する区域では、都は道府県税のほか市町村税の一部（上の地方税の図
中、＊を付した税目）を都税として課税している。

◎都の特例（734条～739条）

●　税金の種類
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●　法定外税
１　法定外税とは
　地方団体は課税自主権に基づいて、地方税法に列挙されている税目のほかに独自に税目を
起こして課税することができる。
　法定外税には、法定外普通税（4条③、5条③）及び法定外目的税（4条⑥、5条⑦。「地方
分権一括法」による改正で平成12年度から創設）の2種類がある。
２　法定外税の新設等の手続
　法定外税を新設し、又は変更しようとする場合は、あらかじめ総務大臣に協議し、その同
意を得なければならない（259条、669条、731条）。具体的には、議会で条例の議決を経て、
協議の申出書を提出することとなる。ただし、税率引下げ、課税期間の短縮、廃止等税負担
を軽減する変更の場合は、協議・同意手続きは不要。また、特定の納税義務者に対する課税
標準が全課税標準の10分の1を超える場合は、条例制定前に議会でその納税義務者から意見
を聴かなければならない。
　総務大臣は、地方団体から法定外税の新設・変更に係る協議の申出を受けた場合には、次
の３つの事由のいずれかがあると認める場合を除き、これに同意しなければならない（261 
条、671条、733条）。
①国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重となること。
②地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること。
③上記①②を除くほか、国の経済施策に照らして適当でないこと。
　なお、総務大臣は、同意について地方財政審議会の意見を聴かなければならない（260条
の2、670条の2、732条の2）。
３　法定外税の実施状況（令和4年4月1日現在）

区　　　分 団体数 実　施　団　体

法
定
外
普
通
税

道府県

核燃料税 10 福井、愛媛、佐賀、島根、静岡、鹿児島、宮城、新潟、北海道、石川
核燃料物質等取扱税 1 青森
核燃料等取扱税 1 茨城
石油価格調整税 1 沖縄

計 13

市町村

別荘等所有税 1 静岡県熱海市
歴史と文化の環境税 1 福岡県太宰府市
使用済核燃料税 3 鹿児島県薩摩川内市、愛媛県伊方町、新潟県柏崎市
狭小住戸集合住宅税 1 東京都豊島区
空港連絡橋利用税 1 大阪府泉佐野市

計 7
小　　　 計 20

法
定
外
目
的
税

道府県

産業廃棄物税 21 三重、青森、秋田、岩手、新潟、滋賀、奈良、山口、京都、宮城、
福岡、佐賀、長崎、大分、鹿児島、宮崎、熊本、福島、愛知、沖縄、山形

産業廃棄物処分場税 1 鳥取
産業廃棄物埋立税 1 広島
産業廃棄物処理税 1 岡山
産業廃棄物減量税 1 島根
資源循環促進税 1 愛媛
循環資源利用促進税 1 北海道
宿泊税 3 東京、大阪、福岡
乗鞍環境保全税 1 岐阜

計 31

市町村

使用済核燃料税 1 佐賀県玄海町
遊漁税 1 山梨県富士河口湖町
環境未来税 1 福岡県北九州市
環境協力税 3 沖縄県伊是名村、沖縄県伊平屋村、沖縄県渡嘉敷村
開発事業等緑化負担税 1 大阪府箕面市
美ら島税 1 沖縄県座間味村
宿泊税 5 京都府京都市、石川県金沢市、北海道倶知安町、福岡県福岡市、福岡県北九州市

計 13
小　　　 計 44

合　　　 計 64
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●　令和４年度地方税収入見込額
　令和４年度地方財政計画による地方税収入見込額（通常収支分）は、道府県税18兆9,520
億円（対前年度比10.2％増）、市町村税22兆2,785億円（対前年度比5.7％増）合わせて
41兆2,305億円（対前年度比7.7％増）である。（令和４年度地方財政計画は、「通常収支分」
と「東日本大震災分」がある。）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

単
位
（
億
円
）

地
方
消
費
税

59,167

個
人
道
府
県
民
税

48,649

法
人
事
業
税

43,912

自
動
車
税

16,765

軽
油
引
取
税

9,307

不
動
産
取
得
税

3,911

法
人
道
府
県
民
税

3,426
267

道
府
県
民
税
利
子
割

61

そ
の
他
の
税

2,258

個
人
事
業
税

407

ゴ
ル
フ
場
利
用
税

1,446

道
府
県
た
ば
こ
税

道 府 県 税

（注）上記税目別には、「東日本大震災による減免等」△56億円を含まないため、道府県税合計額とは
一致しない。

単
位
（
億
円
）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

固
定
資
産
税

個
人
市
町
村
民
税

法
人
市
町
村
民
税

都
市
計
画
税

市
町
村
た
ば
こ
税

事
業
所
税

軽
自
動
車
税

入
湯
税

鉱
産
税

そ
の
他
の
税

95,087

82,494

15,863

8,819
3,118 158 18 1

市 町 村 税

3,913

13,570

（注）上記税目別には、「東日本大震災による減免等」△256億円を含まないため、市町村税合計額とは
一致しない。
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●　地方歳入の構成比

令和４年度地方財政計画（通常収支分）による歳入
90兆5,918億円の内訳（単位：億円）

●　令和４年度都税収入見込額
令和４年度東京都一般会計予算による都税収入見込額は、5兆6,308億円である。

●　東京都の歳入の構成比

令和４年度東京都一般会計歳入予算 
7兆8,010億円の内訳（単位：億円）

地方税
412,305
（45.5％）

地方譲与税
25,978
（2.9％）

地方特例交付金等
2,267（0.3％）

地方交付税
180,538
（19.9％）

国庫支出金
148,826
（16.4％）

地方債
76,077
（8.4％）

使用料及び手数料
15,729
（1.7％）

雑収入
44,456
（4.9％）

都税
56,308
（72.2％）

地方譲与税
492（0.6％）

地方特例交付金
77（0.1％）

国庫支出金
7,422（9.5％）

繰入金
5,673（7.3％）

都債2,946
（3.8％）

その他の歳入
5,093
（6.5％）

0

2,000

4,000

6,000

10,000

8,000

12,000

14,000 13,649

個
人
都
民
税

10,080

法
人
都
民
税

6,945

都
市
計
画
税

2,635

事
業
所
税

1,136

不
動
産
取
得
税

792

軽
油
引
取
税

358

宿
泊
税

8

そ
の
他
の
税

7

固
定
資
産
税

60

都
民
税
利
子
割

566

個
人
事
業
税

163

都
た
ば
こ
税

6,567

地
方
消
費
税

単
位
（
億
円
）

法
人
事
業
税

1,151

自
動
車
税

12,193

（注1）上記地方歳入の円グラフは、復旧・復興事業一般財源充当分△4億円及び全国防災事業一般財源充当
分△254億円を含まないため、地方財政計画の歳入合計額とは一致しない。

（注2）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

（注）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。
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●　地方歳出の性質別内訳

令和４年度地方財政計画（通常収支分）による歳出90兆5,918億円の内訳（単位：億円）

●　東京都の歳出の性質別内訳
令和４年度東京都一般会計歳出予算7兆8,010億円の内訳（単位：億円）

地方交付税の不交付団体における
平均水準を超える必要経費　　　

18,500（2.0％）
公営企業繰出金
24,349（2.7％）

投資的経費
119,785
（13.2％）

給与関係経費
199,644
（22.0％）

一般行政経費
414,433
（45.8％）

公債費
114,259
（12.6％）

維持補修費
14,948（1.7％）

給与関係費
16,188
（20.8％）

その他の歳出
7,657
（9.8％）

物件費
5,706（7.3％）

扶助費
1,995（2.6％）

維持補修費
690（0.9％）

特別区財政調整

会計繰出金等

16,146（20.7％）

補助費等
16,417
（21.0％）

公債費
3,434（4.4％）

投資的
経費
9,776

（12.5％）

（注）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

（注）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。
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